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Bruce Watson, ‘Fortifications and the “Idea” of Force in Early English East India Company Relations 
with India’, Past and Present, 88, 70-4. 





















ドは 16 世紀当初より約 100 年近くにわたって東方貿易に関心を抱いてきたが、実質目立った
成果も上げられずに、ほとんどの東方権益は、ポルトガル、スペイン、オランダの手に握られ
ることとなる。これは、1492 年のコロンブスの大西洋横断、スペインとポルトガルの海外領土






                                                          
2) ブライアン・ガードナー『イギリス東インド会社』浜本正夫訳、リブロポート、iii~iv。  
3) エリザベス１世期当初の慎重な外交政策については、拙稿  ‘The Lutheran Influence on the 
Elizabethan Settlement, 1558-1563’, Historical Journal, 34, 3 (1991), pp. 519-37 を参照されたい。 





















                                                          
4) Henry Kamen, Spain’s Road to Empire (London, 2002), pp. 199-200. 
5) スペインに併合された 60 年間については、海洋国家ポルトガルの歴史を展示するリスボンの海洋博物館
(Museu da Marinha)も、リスボン市史をたどる市立博物館(Museu da Cidade)も殆ど沈黙を守っている。
この時期のインドに関するポルトガル側史料は比較的貧弱であるのに対し、現モロッコのタンジールとイ
ンドのボンベイを持参金として 1661 年にイングランドに譲り渡した、イングランドのチャールズ 2 世と
ブラガンサ王朝初代国王ジョアン 4 世の王女カタリナの結婚は、市立博物館でもかなり詳細に取り上げら
れている。ボンベイはその 7 年後、東インド会社に年間 10 ポンドでリースされている。ボンベイのような
良港を手放す理由としては、ボンベイの統治と発展のためには多額の資金が必要であるとチャールズ 2 世
が判断したためであろうとされている。 
6) Jan Glete, Warfare at Sea, 1500-1650: Maritime Conflicts and the Transformation of Europe (2000, 
London), pp.76-84. ポルトガル海軍のこの時期の衰退の理由については、詳細な研究がまだされていない。 
7) ヨーロッパでの反ハプスブルク・スペインに対する英蘭同盟は、東南アジアの香辛料貿易に反映される





ランダによる香辛料交易の独占を擁護している。Martine Julia van Ittersum, Profit and Principle: Hugo 
Grotius, Natural Rights Theories and the Rise of Dutch Power in the East Indies 1595-1615 (Leiden & 
Boston, 2006), pp. 371-80. 




12 月 31 日に女王の特許状 The Governor and Company of Merchants of London, Trading 






























Wood, A History of the Levant Company (London, 1964), pp. 30-2, 59-79. 
9) Philip Lawson, The East India Company: A History (Harlow 1993), pp. 10-17.  













資(First Joint Stock)は 1613 年に始められている。東方貿易における純粋な共同出資の原則と
は、出資者が特定の東方航海に対してではなく、継続的に無制限に東インド会社に投資できる
状況を意味し、このように投資された株(いわゆる東インド株)はロンドンのレドゥンホール街
の東インド会社本社(East India House)で取引された｡12) 但し、17 世紀半ばに共同出資の考え
が定着するまでは、東インド会社の成功は、その優れた運営組織と会社に付与された貿易特権





る価格優位は実現されていなかった。Om Prakash, The Dutch East India Company and the Economy of 
Bengal, 1630-1720 (Princeton, New Jersey, 1985), p. 12. 
11) 株主会において投票権のある株主は、17 世紀初頭においては最低 200 ポンドの株所有者と規定されて
いた。株主会は東インド会社の最高機関であったが、集まることも少なく日常の経営には殆ど関与しなかっ
た。経営は、総裁、副総裁、24 人の取締役からなる役員会(Court of Committees)に任され、役員会や小
委員会は頻繁に会議を開き経営方針を議論し、日々の売買、商談を統括した。また、取締役の多くは、既
に海運業や銀行業を営む企業人であった。John Keay, The Honourable Company: A History of the 
English East India Company (New York, 1991), p. 26-7. 
12) 模範となったはずのオランダの共同出資の原則は、それほどうまくいっていたとは思われない。オラン
ダ東インド会社は、1610 年 4 月まで一般投資家への配当金の支払いを行わなかった。投資額に対する低い








局(Admiralty Board)による艦船や銃、弾薬の援助であり、これによって東南アジアでの VOC の戦費が削
減されたのみならず、このことは、イングランドと違いオランダが、17 世紀前半には国家をあげて民間交
易会社の香辛料交易に深く関わっていたことを意味する。Ittersum, Profit and Principle, pp. 173-88. 
































                                                          
13) Lawson, The East India Company, pp. 18-23.  






























                                                          
14) Marguerite Eyer Wilbur, The East India Company and the British Empire in the Far East (New 
York, 1970 reissued), pp. 43-51, 58-60. 
15) Lawson, The East India Company, pp. 26-9. 





























                                                          




17) Calendar of State Papers, Domestic, James I. 1623-1625, p. 262. 



























                                                          
18) Lawson, The East India Company, pp. 30-6.  
19) 特許状交付に対する反対意見は枢密院内にもあったようで、会社役員が枢密院の審議に呼ばれ交付に反
対する意見に回答を求められている。Calendar of State Papers, Domestic, 1657-8, Council (Day’s 
Proceeding), p. 62. 貿易商人組合に与えられた特許状による貿易独占に対しては、既に 17 世紀初頭から
自由貿易論の立場から廃止を要求する声が高まっていた。アントワープを中心としたネーデルランドに主
に広幅生地織を輸出し、その他幅広い交易特権を享受していたマーチャント・アドヴェンチャラーズに対
する批判は、主に地方、特に特定 5 港（Cinque Ports）に代表されるロンドン以外の外港や西部諸州の織
元、もぐり商人等から上がっていた。詳細は、常行敏夫「1620 年代の不況期におけるイギリス絶対王制の
経済政策（上）（下）－特にマーチャント・アドヴェンチャラーズの貿易独占をめぐって－」『専修経済学
論集』第 17 巻 2 号、3 号。 




























                                                          




東インド会社にとっても交易の中心を占める地域となった。Prakash, The Dutch East India Company, pp. 
7, 15-20, 53-89. 












して発展するのは 18 世紀になってからである。18 世紀になってこれら３つの政庁は、東イン














                                                          




権益を守るため、船舶所有者、管理人、そして船長から構成される排他的組織 Committee of Managing 
Owners が設立され、所謂 Old Shipowners を形成したのである。アメリカ独立戦争時に用船料が高騰し、
会社取締役会は、新しい資本家達(New Shipowners)に船舶建造を働きかけるが、前者の強い反対に会う。
結果的には、会社は用船価格の下落を勝ち取る。C.H. Philips, The East India Company 1784-1834 
(Manchester, 1961 reprint), pp. 80-3. 












持つウイリアム 3 世とメアリー2 世の登場によって、会社への圧力となって大きく跳ね返って















                                                          
24) クライヴの時代以後、インド人統治者もイギリス軍と同程度の軍事技術にアクセスが可能であって、砲
は僅かにイギリス軍が有利であったが、その中でイギリス軍の勝利を決定づけたのは、銃火器の威力では
なくより優れた軍事的、政治的、財政的組織力であったとの説もある。Bruce Lenman and Philip Lawson, 
‘Robert Clive, The “Black Jagir”, and British Politics’, Historical Journal, 26, 4 (1983), 808-9. 
25) チャイルドは東インド会社所属以外のイングランド船舶に対する略奪やハラスメントでも知られ、この
ような不法行為に対する船主からの嘆願書が庶民院に上げられている。Calendar of State Papers, 
Domestic, William & Mary, Feb. 1689-April 1690, p. 129. 
26) Lawson, The East India Company, pp.46-52. 









インド会社設立を妨げられたホイッグの権力者が導く新しい組織体(‘New’ or ‘English’ East 
India Company)が設立され、旧東インド会社(‘London’ East India Company)との間に特許状
の入札価格で競争することとなる。新組織体が 200 万ポンドを利子８パーセントで融資する条








であり、1709 年には連合東インド会社(United Company of Merchants Trading to the East 
Indies)が設立される。但し合併は漸次的であり、一時は三つの会社が並立する場面も見られ








                                                          
27) Adam Smith, An Inquiry into the Nature and Causes of the Wealth of Nations (Indianapolis, 1976), 
eds., R.H. Campbell and A.S. Skinner, II, 747. 
28) Keay, The Honourable Company, pp. 183-5, 213. 































                                                          
29) Lawson, The East India Company, pp. 52-8. 
30) Wilbur, The East India Company, pp. 227-8. 
































                                                          
31) Lawson, The East India Company, pp.64-74. 
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なり、18 世紀半ばには会社は資金繰りに困り危機に陥る｡32) このような状況下で、シティー及
びその指導的プレイヤー達が会社の金融ネットワークに入り込んでくるのは当然の成り行きで








18 世紀前半には株主会は 2000 人に膨れ上がり、それぞれが 500 ポンド相当株の保有者で
あった。株主会での投票では、株主に 500 ポンド相当株当たり 1 票が割り当てられたが、500
ポンド相当株の保有数が多い株主に対しても 1 票の割り当ては変わらなかった。このような状
況に変化が見えるのは 18 世紀半ばであり、1760 年には少数の株主への株の集中が見られる。
有力な取締役及びその仲間による大量の株保有が一般的傾向となり、その結果会社の政策決定











る。フランスは、オランダ及びイングランドの東インド会社と競い Compagnie des Indes を創
設し、マラバール海岸のカリカットの少し北に位置するマーへやマドラスの南のポンディシェ
                                                          
32) H.V. Bowen, ‘Investment and Empire in the Later Eighteenth Century: East India Stockholding, 
1756-1791’, Economic History Review, 42 (1989), 188. 会社は資金繰り問題に対応するため、1769 年から
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33) Lawson, The East India Company, pp. 74-83. 
34) 会社創設から 150 年間は、会社が保有する兵の数は数百程で、主にインドにおける会社の貿易拠点の防
衛に限られていた。ロンドンの取締役会も ‘to doe our business with a great deale of submission and not 
much charge’との受身の方針を明確に打ち出している。Gerald Bryant, ‘Officers of the East India 




央公論新社 52－4 頁。 
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36) Lawson, The East India Company, pp. 86-90. 
























                                                          
37) Pamela Nightingale, Trade and Empire in Western India 1784-1806 (Cambridge, 1970), p. 5. 浜渦哲
雄『大英帝国インド総督列伝』20 頁。 
38) Mark Bence-Jones, The Viceroys of India (London, 1982), p. 3. 
39) ボンベイにとって不幸だったのは、東にマラータ、南にマイソールという二つの強国を抱えていたこと









ベイに集め、この町が最も必要としていた資本の流入をもたらす。Nightingale, Trade and Empire in 
Western India, pp. 12-22. 





























                                                          
40) クライヴは、ジャギールの他に、27 万から 30 万ポンドの富を持って帰国した。ジャギールに関しては、
ミル・ジャファールが廃位され、代わって息子ミル・カシム(Mir Qasim)が立てられたことで、クライヴ
に与えられたジャギールの法的有効性は失われたとの意見に対しクライヴは、A Letter to the proprietors 
of the East India stock from Lord Clive (London, 1764)と題されたパンフレットの中で反論している。
Lenman and Lawson, ‘Robert Clive, The “Black Jagir”, and British Politics’, pp. 811-2. クライヴとサ
リヴァンの論争やクライヴの政界との関わりと人的関係についてもこの論文が参考になる。 
































                                                          
41) Lawson, The East India Company, pp. 91-101. 


















いる｡44) このヘイスティングズは 71 年末にベンガル知事に任命された後、73 年の「規制法」
                                                          
42) Ibid., pp. 103-12; Huw V. Bowen, ‘A Question of Sovereignty? The Bengal Land Revenue Issue, 
1765-67’, Journal of Imperial and Commonwealth History, 16, 159. 













‘Trade and Empire in Awadh, 1765-1804’, Past and Present, 94, 85-102; P.J. Marshall, ‘Debate: Early 




Anupam Sen, The State, Industrialization and Class Formations in India: A Neo-Marxist perspective 
on Colonialism, Underdevelopment and Development (London, 1982), pp. 46-7. 
44) ヘイスティングズ弾劾については、拙稿「インドへ渡った外国人」『専修大学人文科学研究所月報』第
217 号、75－83 頁を参照。首相小ピット(William Pitt)はヘイスティングズの弾劾に賛成票を投じたが、



























                                                                                                                                                       
ホイッグ党やバーグの関心を政治的に横道にそらせておくために弾劾を政治利用したとの見解もある。し
かし、実際この時のピットの対応は若干不可解であった。Historical Manuscripts Commission (HMC), 
Rutland, III, 370. 





紙の中で、great affluence abroad and bankrupt at home と嘆いている。Bowen, ‘Investment and Empire’, 
pp. 189-90. 































を賑わすようになる。議会においても調査委員会がチャッサム(1st Earl of Chatham、大ピッ
ト)政権下の 67 年とノース(Lord North)政権下の 72 年に設置され、インドの領地から上がる




























                                                          
47) Lawson, The East India Company, pp. 112-9; S.V. Desika Char, Readings in the Constitutional 







































方 East India House ではフォックス派は少数派であり、フォックスの法案には株主会と過半数の取締役が
反対し、法案を巡る総会での議論は混乱を極めた。Philips, The East India Company 1784-1834, pp.23-5. 
また庶民院において、東インド会社に関係する議員の間に意見の一致があったかと言うとそうでもない。
HMC, Rutland, III, 193. 
49) Lawson, The East India Company, pp. 121-4.  
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まった。それは、「インド統治法」によりイギリス本国においてインド監督庁が設置され、イン
ドにおいても総督の権限が確立されて、これまでには見られなかった一貫したイギリスのイン


















年から 93 年にかけての総督在任中に、ロンドンから指示された改革の実施に尽力する。第 1





                                                          
50) Peter Marshall, ‘British Expansion in India in the Eighteenth Century: A Historical Revision’, 
Warfare, Expansion and Resistance, Patrick Tuck, ed. (London and New York, 1998), pp. 1-2. 1784 年以
前は、本国では政府と東インド会社に権限が分かれ、本国からのアジア在住イギリス人に対する統制はあ
まり効かず、インドにおいても各政庁を始め居留地の独立心は旺盛で知事の権限も比較的弱かった。 
51) 1760 年からの 60 年程を多くの社会史研究者は、階級間の緊張、改革運動や革命闘争に焦点を合わせて
論じているが、そのような動きと並行して国民の間に国家意識の高まりや既成秩序の黙認があり、このよ
うな中流階級の愛国主義的傾向や、国旗を掲げ外国嫌いを公言する庶民層の広がりにも目を向けた研究の
必要性を説く意見も多い。Linda Colley, ‘The Apotheosis of George III: Loyalty, Royalty and the British 
Nation 1760-1820’, Past and Present, 113, 96-7. 
























                                                          
52) ガードナー『イギリス東インド会社』173－5 頁。 
53) Peter Marshall, ‘Cornwallis Triumphant: War in India and the British Eighteenth Century’, 
Warfare, Expansion and Resistance, pp. 82-100.  
54) 結局は、計画に伴う財政支出と拡張路線の踏襲が不可避であることの二つの不安要因から、計画が実行









『英領インド史』と哲学的急進主義」専修大学学位請求論文。『専修経済学論集』第 33 巻、第 1 号、123-39
頁に論文要旨がある。 














せ、最大兵員数を誇るベンガルでは、1763 年の 6,680 人から 82 年には 52,400 人へ、そして












                                                          
56) Raymond Callahan, ‘The Company Army, 1757-1798, Warfare, Expansion and Resistance, pp. 24-5. 
政庁間の連絡のみならず、ロンドンの会社指導層と各政庁の連絡にも、かなりの時間を要した。取締役会
からインドの各政庁への連絡には巡回書簡が使われたが、例えば国王の議会へのメッセージやフランスと
の決裂を報じた 1803 年 3 月 17 日付の書簡は、4 ヶ月近くかけてベンガルに届けられた後（7 月 5 日着）、
セント・ジョージ砦（マドラス、8 月 3 日着）、ボンベイ（8 月 24 日着）の順で回されている。書簡によっ
てはその逆のルートをたどることもあった。An Account of the Dates of all Dispatches Transmitted by 
the Secret Committee of the Court of Directors of the East India Company, to the Several Presidencies 
in India, relative to His Majesty’s Message to Parliament of the 8th March 1803, and to the Rupture 
with France, House of Commons Parliamentary Papers online. 
























1805 年に辞任に追い込まれ、帰国後もインドでの行動に対して 2 度にわたる弾劾の危機にさ
                                                          
57) Philips, The East India Company 1784-1834, pp. 61-79. ヘンリー・ダンダスは東インド会社総裁への
1800 年 4 月 2 日付書簡で、会社の東方交易独占批判の声に対し、政府の介入の必要性は認めつつ、実際の
会社特権に関しては現状維持の立場を鮮明にして次のように書き送っている。 ‘That a direct interference 
by Government in the affairs of India is necessary for their stability and uniformity, I am more and 
more convinced; but that the ostensible form of Government, with all its consequent extent and detail 
of patronage, must remain as it now is, I am persuaded with never be called in question by any but 
those who may be disposed to sacrifice the freedom and security of our Constitution to their own 
personal aggrandizement and ill-directed ambition.’ Supplement to the Appendix to the Fourth Report 
from the Select Committee on the Affairs of the East India Company, Appendix no. 47 (Private Trade) 
(printed in 13 & 22 April 1812). House of Commons Parliamentary Papers online. 
58) Copy of Letter from Marquis Wellesley, to the Honourable the Court of Directors of the East India 
Company, House of Commons Parliamentary Papers online. 





























                                                          
59) Bence-Jones, The Viceroys of India, pp.7-8. 
60) Douglas M. Peers, ‘Between Mars and Mammon; The East India Company and Efforts to Reform its 
Army, 1796-1832’, The Historical Journal, 33, 2 (1990), pp. 385-9. 
61) Lawson, The East India Company, pp. 126-36. 
62) 浜渦哲雄『大英帝国インド総督列伝』74 頁。 
63) 1793 年の特許状更新時の議会審議の模様については、ジェームズ・ミルが彼の著書『英領インド史』の
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このような状況に答えて政府は、会社の貿易特権及び独占権を、広東との茶貿易を除いて全て























                                                                                                                                                       
中で描写している。ミルによれば、ダンダスによって庶民院に提出された会社の財政状況は極めて良かっ
たとされている。James Mill, The History of British India（London, 1858)、1～13。しかしその後中国
及びインドをあわせた会社の売り上げ実績は、1798 年から 1808 年の間を見ても 8,319,273 ポンドから
5,156,971 ポンドへと急激に下落しており、中国茶の売り上げは 300 万ポンド台を維持し堅調なのに対し、
インドの落ち込み、特にベンガル布地の落ち込みが顕著である。 ‘Account of Sales for Ten Years, from 
1798-9 to 1907-8, distinguishing India and China, and the Species of Goods from each’, First Report 
from the Select Committee on the Affairs of the East India Company (printed on 25th May 1808), House 
of Commons Parliamentary Papers online. 2 年後の会社特別委員会報告では、1810 年の時点でインド関
連の累積赤字は 30,876,788 ポンドに達している。Report from the Select Committee on the Affairs of the 
East India Company (printed on 11th May 1810) Appendix. No.7, House of Commons Parliamentary 
Papers online.  
64) Smith, An Inquiry into the Nature and Causes of the Wealth of Nations, II. 753-5. 
65) 本池立『ナポレオン 革命と戦争』世界書院、124－6 頁。 


























                                                          
66) Lawson, The East India Company, pp. 137-41. 1810 年の議会特別委員会の報告によると、1810 年度
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